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３．アンケート調査の実施 

アンケート調査概要

調査の目的 

福祉用具や住宅改修は、利用者が可能な限り居宅で自立した日常生活を継続して

いけるよう、生活機能の維持・改善や介護者の負担の軽減を図る役割を担ってい

る。一方、利用者の心身状況や生活環境は多様であることから、福祉用具や住宅改

修を通じて安心できる住環境を確保した上で、訪問系サービス等を適切に組み合わ

せながら、利用者本位の支援を行っていくことが重要である。 
そこで本調査では、福祉用具や住宅改修の提供状況や、住宅改修に関する研修の

実施状況、他職種との連携状況等について実態把握及び課題抽出を行い、安心して

自立した生活動作ができる住環境確保のために必要とされる連携の在り方を明らか

にし、福祉用具専門相談員の研修カリキュラムの見直しや他職種連携に関するモデ

ル研修カリキュラム等を構築することを目的として実施した。 
 

調査対象 

本調査では以下を対象にアンケート調査を実施した。 
図表 調査対象

調査票 調査対象 
福祉用具貸与事業所調査票 全国の福祉用具貸与事業所（会員事業者を中心に

無作為抽出） ヶ所

福祉用具専門相談員調査票 上記で選定された福祉用具貸与事業所に勤務する

福祉用具専門相談員（ 名） 名

住宅改修に関するアンケー

ト調査票 
全国の市区町村（悉皆） ヶ所

 
調査期間 

令和元年 月 日～令和元年 月 日

調査方法 

郵送配布・郵送回収 
 

回収状況 

福祉用具貸与事業所調査票 有効回収数 件 有効回収率 ％

福祉用具専門相談員調査票 有効回収数 件 有効回収率 ％

住宅改修に関するアンケート調査票 有効回収数 件 有効回収率 ％
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調査項目 

主な調査項目は以下のとおり。 
 

図表 主な調査項目（福祉用具貸与事業所票）

問番号 調査項目

問 基本情報 ・ 所在地

・ 保険者数

・ 介護保険の事業所登録年

・ 福祉用具の調達方法

・ 福祉用具貸与事業所の総数

・ 職員体制

問 住宅改修の実施状況 ・ 住宅改修について

問 福祉用具貸与と住宅改修

の実施状況について

・ 住宅改修の実施状況

・ 住宅改修のきっかけ別人数

・ 介護保険による住宅改修の実績

・ 介護保険外の住宅改修の実績

問 住環境確保における他職

種連携のための取組につ

いて

・ 住環境確保における工夫

・ 住環境確保における研修の開催・参加

・ 福祉用具・住宅改修研修の合同参加に必要な職

種

・ 研修内容

・ 多職種連携促進に必要なこと

問 保険者機能強化推進交付

金（インセンティブ交付

金）の取組について

・ 福祉用具利用に際しての保険者数

・ 住宅改修利用に際しての保険者数

図表 4 主な調査項目（福祉用具専門相談員票）

問番号 調査項目

問 あなた自身について ・ 勤続経験年数、年齢

・ 保有資格

・ 研修履歴、民間資格

問 住環境確保における他職種

との連携について

・ 住環境確保（福祉用具と住宅改修を組み合

わせた提案から決定にいたるまでの状況

・ 他職種との連携状況

問 他職種との連携基盤の構築

のための取組について

・ 工夫点

・ 研修の必要性

・ 連携研修会に参加してほしい・すべき職種

・ 必要な研修内容

・ 多職種連携促進に必要なこと

問 福祉用具サービスと住宅改

修のサービス提供実績につ

いて

・ 直近 か月の新規利用者数

・ サービス区分別内訳

・ 利用のきっかけ別内訳

・ 利用のきっかけ別依頼窓口件数
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図表 5 主な調査項目（住宅改修に関するアンケート調査票）

問番号 調査項目

問 住宅改修の実施に関する研

修等について

・ 研修実施の有無、目的、対象、内容、効果、

課題、実施していない理由

問 住宅改修、福祉用具サービ

スに関連する事例の取り扱

い状況について

・ 会議体の有無

・ 会議への参加専門職等

・ 住宅改修の事例内容

問 住宅改修に関わる他職種連

携を促進するための取組や

実施している中での課題に

ついて

・ 多職種連携促進の実施

・ 多職種連携の取組の対象、内容、実施効果、

課題、実施していない理由

問 住宅改修支給申請審査等の

人員体制について

・ 専門職配置状況

・ 専門職の関わり状況

問 平成 年度（平成 年

月～平成 年 月）の住宅

改修の実施状況について

・ 要介護度別件数、年間支給額

・ 種目別件数・支給額

・ 理由書の職種別作成件数の把握・作成件数

問 「住宅改修支給申請時の理

由書」の作成について

・ 作成を認めている職種

問 保険者機能強化推進交付金

（インセンティブ交付金）

の取組について

・ 実施している取組

・ 関与している専門職

・ 実施していない理由
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アンケート調査結果

福祉用具貸与事業所票 

福祉用具貸与事業所の属性 

福祉用具貸与事業所の属性は以下のとおりであった。 
 

図表 6 事業の実施地域における保険者 

 
 

図表 7 事業所の介護保険レンタルの利用者数（令和元年１０月末日分） 

 
 

図表 8 法人が運営する福祉用具貸与事業所の総数 

 
 

図表 9 職員体制（福祉用具専門相談員数） 

 
 
 

　
件
　
　
　
数

１
～

２

３
～

４

５
～

６

７
～

１
０

１
１
以
上

無
回
答

平
均

合　　　　　計

　
件
　
　
　
数

０
人

１
～

２
０
０
人
未
満

２
０
０
～

０
０
人

未
満 ０

０
～

１
０
０
０

人
未
満

１
０
０
０
人
以
上

無
回
答

平
均

最
大
値

最
小
値

合　　　　　計

　
件
　
　
　
数

１
か
所

（
貴
事
業
所

の
み

）

２
～

１
０
か
所

１
１
か
所
以
上

無
回
答

合　　　　　計

　
件
　
　
　
数

１
人
～

２
人

３
人

４
人
～

５
人

６
人
～

９
人

１
０
人
以
上

無
回
答

平
均

最
大
値

最
小
値

全体
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図表 10 職員体制（福祉用具専門相談員数に対する建築士の人数） 

 
 

  

０
人

１
人

２
人

３
人

４
人
以
上

　
件
　
　
　
数

無
回
答

平
均

建築士（常勤＋非常勤）

福
祉
用
具
専
門
相
談
員

（
常
勤
＋
非
常
勤

）

全体

１人～２人

３人

４人～５人

６人～９人

１０人以上
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住宅改修の実施状況について 

82.4％の福祉用具貸与事業所が「住宅改修を行っている」と回答した。事業所の

介護保険レンタル利用者数の規模別に回答状況を確認したところ、利用者数が 600
人以上では実施している事業所が 90％を超えているが、200 人未満の事業所では

60％程度となっていた。住宅改修の年間実施件数についても、介護保険レンタル利

用者数に比例する結果であった。 
住宅改修専属の従業員の有無については、半数以上の事業所が「０人」と回答し

ており、介護保険レンタル利用者数の人数規模によらず平均１人という結果だっ

た。 
 

図表 11 住宅改修の実施状況 

 
 

図表 12 住宅改修の年間実施件数（平成 30 年度） 

 

 

　

件

　

　

　

数

住

宅

改

修

を

行

っ

て

い

る

住

宅

改

修

を

行

っ

て

い

な

い

無

回

答

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

６００～１０００人未満

１０００人以上

　

件

　

　

　

数

０

件

１
～

２

０

件

２

１
～

４

０

件

４

１
～

１

０

０

件

１

０

１
～

２

０

０

件 ２

０

１

件

以

上

無

回

答

平

均

最

大

値

最

小

値

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

６００～１０００人未満

１０００人以上
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図表 13 住宅改修専属従業員の人数 

 
 

住宅改修施工作業の委託の有無については、介護保険レンタル利用者数の人数規

模によらず約 90%の事業所が「委託している」と回答しており、その施工内容別

の内訳として、「引き戸等への扉の取替え」「洋式便器等の便器の取替え」について

は 80%以上の事業所が「全て委託している」との回答だった。軽微な施工作業で

ある「手すりの取り付け」については、「自社で実施」が 15.6％であり、他の施工

作業よりも 10％程度多い結果だった（他は１～３％程度）。 
 

図表 14 施工作業の委託の有無 

 
 
 
  

　
件
　
　
　
数

０
人

１
人

２
人

３
人

４
人
以
上

無
回
答

平
均

最
大
値

最
小
値

６００～１０００人未満

１０００人以上

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

　

件

　

　

　

数

委

託

し

て

い

る

委

託

し

て

い

な

い

（
全

て

自

社

で

実

施

）

無

回

答

６００～１０００人未満

１０００人以上

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体
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図表 15 種類別の施工作業の実施状況 

 
 

住宅改修実施における専門職との連携については、介護保険レンタル利用者数の

人数規模が 200 人以上の事業所では約 80%が連携に関する取組を実施していた。 
 

図表 16 専門職との連携について（複数回答） 

 
 

  

　

件

　

　

　

数

自

社

で

実

施

全

て

委

託

一

部

委

託

無

回

答

段差の解消

滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は

通路面の材料の変更

引き戸等への扉の取替え

洋式便器等への便器の取替え

その他

手すりの取付け

　

件

　

　

　

数

施

工

に

際

し

て

、
リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ

ョ
ン

専

門

職

建

築

関

係

者

等

、

関

連

職

種

と

連

携

し

て

い

る

病

院

・

施

設

か

ら

の

退

院

・

退

所

に

向

け

た

病

院

・

施

設

の

リ

ハ

専

門

職

の

家

庭

訪

問

に

同

行

す

る

今

後

は

連

携

し

た

い

特

に

な

い

そ

の

他

無

回

答

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

６００～１０００人未満

１０００人以上
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住環境確保における他職種連携のための取組について 

住環境確保における他職種連携を進める上で工夫していることについては、介護

保険レンタルの利用者数が 600 人以上の事業所では「福祉住環境コーディネータ

ー等の資格取得を義務化または推奨」及び「退院前カンファレンスに参加できるよ

う病院との関係性の構築」が 70%を超えていた。 
 

図表 17 住環境確保における他職種連携を進める上で工夫していること（複数回答） 

 
 

住環境確保における他職種連携に関する研修を開催したと回答した事業所は介護

保険レンタル利用者数が 人以上の事業所では ％だが、利用者数が少なく

なる程、その割合は小さくなり、 人未満の事業所では ％という結果だっ

た。また、 人未満の事業所では事業所外への研修会への参加状況についても

％に留まっている。

しかし、本設問については約半数程度の事業所が「無回答」を選択している。

「住環境確保における他職種連携に関する研修」について、福祉用具専門相談員が

参加する他職種連携の研修自体の開催がないことから、その内容のイメージがつか

めなかったためではないかと推察される。 
 
 
  

　

件

　

　

　

数

事

業

所

内

で

勉

強

会

・

研

修

会

を

実

施

事

業

所

外

の

勉

強

会

・

研

修

会

に

参

加

す

る

こ

と

を

義

務

化

ま

た

は

推

奨

福

祉

住

環

境

コ
ー

デ

ィ
ネ
ー

タ
ー

等

の

資

格

取

得

を

義

務

化

ま

た

は

推

奨

退

院

前

カ

ン

フ

ァ
レ

ン

ス

に

参

加

で

き

る

よ

う

病

院

と

の

関

係

性

の

構

築

改

修

内

容

に

専

門

職

（
リ

ハ

専

門

職

）
の

ア

ド

バ

イ

ス

を

得

ら

れ

る

関

係

性

の

構

築

改

修

内

容

に

専

門

職

（
建

築

関

係

）
の

ア

ド

バ

イ

ス

を

得

ら

れ

る

関

係

性

の

構

築

そ

の

他

特

に

な

い

無

回

答

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

６００～１０００人未満

１０００人以上
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図表 18 住環境確保における他職種連携に関する研修を開催または 
職員を参加させたことがある（複数回答） 

 
 

住環境確保における他職種連携の研修を開催を事業所内で開催していると回答し

た事業所について、研修のテーマを確認したところ「福祉用具や住宅改修の事例検

討」が 81.5％、「介護保険制度における福祉用具や住宅改修について」が 79.5％と

いう結果であり、「他職種との連携のノウハウ」については 46.6％と最も少ない割

合であった。 
 

図表 19 事業所内で開催した研修のテーマ（複数回答） 

 
 

「事業所外の研修に職員を参加させた」と回答した事業所について、その主催者

と内容について確認した。

研修の主催者としては、「福祉用具関連団体」が 46.4％と最も多く、次いで「自

治体」が 34.8％という結果だった。 
研修の内容については、「福祉用具や住宅改修の事例検討」が 56.5％最も多く、

　
件
　
　
　
数

事
業
所
内
で
開
催
し

た 事
業
所
外
の
研
修
に

職
員
を
参
加
さ
せ
た

開
催

、
参
加
さ
せ
た

こ
と
は
な
い

無
回
答

事業所の介護保険レンタルの利用者数（人）

全体

０人

１～２００人未満

２００～６００人未満

６００～１０００人未満

１０００人以上

　
件
　
　
　
数

介
護
保
険
制
度
に
お
け
る
福

祉
用
具
や
住
宅
改
修
に
つ
い

て 福
祉
用
具
や
住
宅
改
修
の
事

例
検
討

福
祉
用
具
や
住
宅
改
修
に
お

け
る
福
祉
用
具
専
門
相
談
員

の
専
門
性
と
役
割

他
職
種
と
の
連
携
の
ノ
ウ
ハ

ウ そ
の
他

無
回
答

合　　　　　計
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「介護保険制度における福祉用具や住宅改修の制度や内容について」が 43.5％で

あり、事業所内で開催されている研修テーマと同様の結果だった。「他職種との連

携のノウハウ」についても 24.6％だった。 
 

図表 20 事業所外の研修の主催者（複数回答） 

 
 

図表 21 事業所外の研修の内容（複数回答） 

 
 

住環境確保における他職種連携の研修として、どのような職種と合同での研修が

必要か聞いたところ、多い順に「介護支援専門員」が 79.1％、「リハ専門職（病

院・施設等）」が 77.3％、「訪問リハ」が 60.7％という結果であり、特に多い結果

であった。「工務店・建築士等」も 40.7％という結果であり、他職種連携にあたり

必要とされていることがわかった。 
研修の内容については、「互いの職種（専門性・役割）を理解するための研修」

が 62.1％と最も多く、次いで「他職種に福祉用具サービス・住宅改修の制度を理

解してもらう研修」が 59.2％という結果であり、「他職種連携の方法を理解するた

めの研修」は 36.5％に留まった。 
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図表 22 どのような職種と合同で福祉用具・住宅改修の研修が必要か（複数回答） 

 
図表 23 どのような内容の研修が必要だと思うか（複数回答） 

 
 

福祉用具貸与事業所として、住環境確保における他職種連携を促進するために何

が必要かを確認したところ、「利用者に関する情報を早期に共有できる仕組み」が

58.9％、「他職種が連携してサービス提供できる仕組み」が 58.0％という結果であ

り、情報共有を含め、他職種との連携が必要とされていることがわかった。 
 

図表 24 住環境確保における他職種連携を促進するために何が必要だと思うか 
（複数回答） 
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福祉用具専門相談員票 

福祉用具専門相談員の属性 

福祉用具専門相談員の属性は以下のとおりであった。 
 

図表 25 福祉用具専門相談員としての業務経験年数と年代 
（通算の経験年数（数か月は切り捨て）） 

 
 

図表 26 「福祉用具専門相談員」以外に保有している資格（複数回答） 

 
 

図表 27 現在履修済みの研修や取得している民間資格（複数回答） 
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１０年以上

全体

５年未満

　
件
　
　
　
数

社
会
福
祉
士

介
護
福
祉
士

義
肢
装
具
士

作
業
療
法
士

理
学
療
法
士

介
護
支
援
専
門
員

ヘ
ル
パ
ー

１
級
・
２

級

、
介
護
職
員
初
任

者
研
修

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

合　　　　　計

　
件
　
　
　
数

福
祉
用
具
専
門
相
談
員
更
新

研
修

（
全
国
福
祉
用
具
専
門

相
談
員
協
会

）

福
祉
住
環
境
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー

タ
ー

（
東
京
商
工
会
議
所

）

福
祉
用
具
プ
ラ
ン
ナ
ー

（
テ

ク
ノ
エ
イ
ド
協
会

）

福
祉
用
具
選
定
士

（
日
本
福

祉
用
具
供
給
協
会

）

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

合　　　　　計



 

21 

福祉用具サービスと住宅改修サービスの提供実績について 

直近３か月の新規利用者数を聞いたところ、全体の平均は 人（ 人 月）と

いう結果だった。

福祉用具専門相談員の経験年数が多い程、対応する新規利用者数が多く、５年未

満では平均 人だが、 年以上では平均 人と大きな差があった。

新規利用者の利用のきっかけ別の内訳としては、「在宅における身体機能の低下

等により福祉用具や住宅改修の必要性が生じた」が ％、「病院・施設からの退

院・退所」が ％という結果だった。

福祉用具専門相談員への依頼窓口としては、利用のきっかけによらず「居宅介護

支援事業所」、「地域包括支援センター」が多くを占める。

図表 28 直近３か月（令和元年８月～令和元年１０月）の新規利用者数

図表 29 利用のきっかけ別の内訳
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０
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０
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図表 30 利用のきっかけ別の依頼窓口の件数【病院・施設からの退院・退所】

 
図表 31 利用のきっかけ別の依頼窓口の件数【在宅における身体機能の低下等により福

祉用具や住宅改修の必要性が生じた】
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住環境確保における他職種との連携について 

サービス提供プロセス別に以下の４つの段階について、他職種連携の実態や工夫

していること、課題について確認した。 
 

アセスメント（家屋調査等）

アセスメントの際に他職種から収集する情報として、介護支援専門員から収集

する情報は「利用者の基本情報（要介護度、疾患等）」が 93.5％と最も多く、次

いで「利用者・家族の要望」が 91.0％、「ケアプラン上の目標が 88.8％という結

果だった。介護支援専門員以外の専門職から収集する情報として多いものは、リ

ハ専門職からの「福祉用具・住宅改修に関する助言」が 69.8％、「利用者の身体

機能（予後を含む）」が 66.5％と多く、次いで、医療・看護職からの「利用者の

疾患に係る注意点（禁忌事項含む）」が 63.9％という結果だった。建築関係の専

門職については、「無回答」が 58.3％と約 60%を占めていた。これは、他職種連

携の対象とする職種として建築関係の専門職が該当することが少なく、回答がな

かったためではないかと推察される。 
 

図表 32 他職種から収集する情報（複数回答） 
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介
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介
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ビ
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無
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介護支援専門員

リハ専門職

医療・看護職

介護職

建築関係の専門職

医療・看護職

介護職

建築関係の専門職

介護支援専門員

リハ専門職
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アセスメントの際に福祉用具専門相談員から他職種に提供している情報につい

て、介護支援専門員に対し「福祉用具・住宅改修に係るアセスメント結果や解決

すべき課題」、「選定提案する福祉用具の情報」が 88.9％と多い結果であった。次

いで情報提供している職種としては、リハ専門職であり、その内容としては「選

定提案する福祉用具の情報」が 50.3％、「福祉用具・住宅改修に係る課題の解決

策」が 45.0％、「提案しようとする住宅改修プランの情報」が 42.7％という結果

だった。 
 
「  
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図表 22 どのような職種と合同で福祉用具・住宅改修の研修が必要か（複数回

答）」では、介護支援専門員が 79.1％、次いでリハ専門職（病院・施設等）が

77.3％、訪問リハが 60.7％、工務店・建築士等が 40.7％という結果だったが、実

際に連携して情報提供しているか確認した結果、医療・看護職、介護職、建築関

係の専門職では、「無回答」が 60%以上となっており連携を必要としているがで

きていないことがわかった。 
 

図表 33 他職種に提供している情報（複数回答） 

 
 

アセスメントの際に他職種との連携を円滑に行うための工夫としては、介護支

援専門員とは選択肢のいずれの工夫も半数以上の福祉用具専門相談員が実施して

いた。建築関係の専門職については、福祉用具専門相談員の 16.8％が「家屋調査

時に同席を働きかけている」と回答していた。 
その他の専門職については「他職種が訪問するタイミングに家屋調査を実施す

る」が最も多い回答となっているが、医療・看護職、介護職、建築関係の専門職

については、「無回答」が 60%以上となっており連携の対象と認識していない可
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能性がある。 
 

図表 34 他職種との連携を円滑に行うための工夫 

 

 
アセスメントの際に他職種と連携する上での現状の問題点・課題と感じている

ことを確認したところ、いずれの職種についても「無回答」が最も多い結果とな

っており、40～50%程度を占めている。 
回答があった中で多い回答として、医療・看護職で「住宅改修に関する知識が不

足している」が 28.2％、「福祉用具に関する知識が不足している」が 25.3％、「連

携するための関係構築を行う機会（勉強会等）がない」が 24.9％という結果であ

り、知識不足だけでなく連携の機会がないことが課題であることがわかった。 
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図表 35 他職種と連携する上での現状の問題点・課題 
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福祉用具サービス計画書／住宅改修見積書 理由書 作成

福祉用具サービス計画書／住宅改修見積書(理由書)に関する他職種との連携状

況について、福祉用具サービス計画書の作成に関しては「連携している」との回

答が 72.9％であるが、住宅改修理由書の作成に関しては 59.8％、住宅改修見積書

に関しては 46.7％という結果だった。 
連携している職種についてはいずれの内容においても介護支援専門員が最も多

く、その他の職種については、連携している内容を聞いている設問において、

「無回答」が 50～90%となっていた。 
 
図表 36 福祉用具サービス計画書／住宅改修見積書(理由書)に関して他職種と連携するこ

とがあるか 

 

 
図表 37 福祉用具サービス計画書に関して連携している内容（複数回答） 
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図表 38 住宅改修見積書に関して連携している内容（複数回答） 

 
 

図表 39 住宅改修理由書に関して連携している内容（複数回答） 
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円滑に他職種との連携を行うための工夫については、対象とする職種や工夫し

ている内容は、アセスメントの際と同様に、介護支援専門員との連携について多

様な工夫が選択されていたが、その他職種については「無回答」が最も多い結果

となっていた。 
現状の問題点・課題についても、アセスメントの際の連携にあたっての問題

点・課題と同様に「無回答」が最も多い結果となっていた。 
これらの結果から、b）福祉用具サービス計画書／住宅改修見積書(理由書)作成

にあたって、他職種との連携はあまり行われていないことが推察される。 
 
図表 40 福祉用具サービス計画書や住宅改修見積書、理由書に関して、円滑に他職種と

の連携を行うための工夫（複数回答） 
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図表 41 福祉用具サービス計画書や、住宅改修見積書、理由書に関する他職種との連携

における現状の問題点・課題（複数回答） 
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福祉用具の搬入／住宅改修の施工

福祉用具の搬入・設置・利用指導・住宅改修の施工等に際して、他職種と連携

していると回答した福祉用具専門相談員は 78.4％だった。 
連携している内容については、介護支援専門員とは「搬入・施行時に同席して

もらう（訪問のタイミングを合わせる）」が 87.9％、「他の介護サービス事業所が

同席できるよう調整してもらう」が 50.4％だった。 
次いで、リハ専門職と「搬入・施行時に同席してもらう（訪問のタイミングを

合わせる）」が 35.2％という結果だった。その他職種については、「無回答」が

70～80%という結果だった。 
 

図表 42 福祉用具の搬入・設置・利用指導・住宅改修の施工等に際して、 
他職種との連携を行っているか 

 
 

図表 43 福祉用具の搬入・設置・利用指導・住宅改修の施工等に際して、 
連携している内容（複数回答） 
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福祉用具の搬入・設置・利用指導・住宅改修の施工等における他職種連携を 
円滑に行うための工夫について確認したところ、これまでの設問同様、介護支援

専門員との連携についての回答が多くあった。現状の問題点・課題については介

護支援専門員も含め「無回答」が多い結果であった。 
 

図表 44 福祉用具の搬入・設置・利用指導・住宅改修の施工等における他職種連携を 
円滑に行うための工夫（複数回答） 

 
 
図表 45 福祉用具の搬入・設置・利用指導・住宅改修の施工等における他職種連携の 

現状の問題点・課題（複数回答） 
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福祉用具利用開始後、住宅改修終了後のモニタリング

福祉用具利用開始後、住宅改修終了後のモニタリング期間において他職種から

情報収集しているかを確認したところ、介護支援専門員については「定期的に情

報収集している」が 52.5％と最も多い結果であったが、他の専門職については

「必要に応じて連絡を受けている」が 50～60%という結果だった。 
福祉用具専門相談員からの情報提供については、「介護支援専門員に報告して

いる」が 93.７％であり、「他の介護サービス事業所に情報提供している」も

31.0％という結果だった。 
 
図表 46 福祉用具導入や住宅改修後の利用者の生活における福祉用具の利用状況や住宅

改修に関わる生活動作の状況について、他職種から情報収集しているか（複数回答） 

 

 
図表 47 利用者の身体状況や福祉用具利用状況、それらに関わる留意事項等について、

他職種に情報提供しているか（複数回答） 
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図表 48 情報提供している他の介護サービス事業所（複数回答） 
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モニタリングにおける他職種連携を円滑に行うための工夫、現状の問題点・課

題についても、これまでの設問同様、介護支援専門員との連携についての回答が

多くあったが、他の職種については「無回答」が多い結果であった。 
 
図表 49 福祉用具の利用開始後や、住宅改修完了後における他職種連携を円滑に行うた

めの工夫（複数回答） 
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図表 50 福祉用具の利用開始後や、住宅改修完了後における他職種連携の現状の問題

点・課題（複数回答） 
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他職種との連携基盤の構築のための取組について 

他職種と連携して福祉用具・住宅改修サービスを実施する上で工夫していること

について、「退院前カンファレンスに参加できるよう病院との関係性の構築」が最

も多く、51.9％だったが、福祉用具専門相談員としての業務経験年数別にみると、

10 年以上の福祉用具専門相談員では 61.0％に対し、５年未満では 29.8％に留ま

り、経験年数の差がみられた。 
 

図表 51 他職種と連携して福祉用具・住宅改修サービスを実施する上で

工夫していること（複数回答）
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福祉用具・住宅改修サービス導入に関する他職種との連携をテーマとした研修が

必要だと思うかを聞いたところ、福祉用具専門相談員としての業務経験年数によら

ず、50%以上が「必要」と回答していた。 
他職種との連携をテーマとした研修が必要と回答した福祉用具専門相談員に対

し、研修会に参加してほしい・すべき職種を聞いたところ、多い順に「介護支援専

門員」が 85.6％、「リハ専門職（病院・施設）」が 83.6％、「訪問リハ」が 57.6％と

いう結果だった。 
研修の内容としては、「互いの職種（専門性・役割）を理解するための研修」が

72.9％と最も多く、次いで「他職種に福祉用具サービス・住宅改修の制度を理解し

てもらう研修」が 66.2％、「他職種連携の方法を理解するための研修」が 44.2％と

いう結果だった。 
 
図表 52 福祉用具・住宅改修サービス導入に関する他職種との連携をテーマとした研修

が必要だと思うか（複数回答） 
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図表 53 他サービス（他職種）との連携に関する合同の研修会に 
参加してほしい・すべき職種（複数回答） 

 
 

図表 54 どのような内容の研修が他職種連携には必要だと思うか（複数回答） 
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福祉用具貸与と住宅改修における他職種が連携を促進するためにはどのようなこ

とが必要だと思うかを聞いたところ、福祉用具専門相談員としての業務経験年数に

関わらず、「利用者に関する情報を早期に共有できる仕組み」が 60%以上という結

果だった。 
 

図表 55 福祉用具貸与と住宅改修における他職種が連携を促進するため、 
どのようなことが必要だと思うか（複数回答） 
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住宅改修に関するアンケート調査票（保険者票） 

住宅改修の実施に関する研修等について 

住宅改修に関する研修を実施していると回答した保険者は 13.2％という結果で

あり、多くの保険者が住環境確保の必要性を認識していない可能性が考えられる。

また、実施している目的は「住宅改修に関する制度および手続きの周知」が

87.6％と最も多く、次いで「給付の適正化」が 64.1％であり、「住宅改修の質の向

上」は 47.7％であり、研修の参加対象は介護支援専門員が 51.0％、住宅改修事業

者が 30.7％どいう結果だった。 
研修を実施したことによる効果としては、「適切な住宅改修の実施」が 70.6％と

最も多く、「書類不備の減少」が 66.0％、「手続きの円滑化」が 62.1％という結果

だった。 
 

図表 56 住宅改修に関する研修を実施 

 
 

図表 57 研修の目的（複数回答） 

 
 

図表 58 研修会の参加対象（複数回答） 
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図表 59 研修の内容（複数回答） 

 
 

図表 60 研修を実施したことによる効果（複数回答） 

 
 

研修を実施している保険者の課題としては、「研修内容の検討、教材作成が困

難」が 45.8％、「研修の企画・運営のためのマンパワー不足」が 39.2％という結果

だった。 研修を実施していない保険者について、研修を実施していない理由を聞

いたところ「研修の企画・運営のためのマンパワー不足」が 78.9％と最も多く、

次いで「研修内容の検討、教材作成が困難」が 42.2％という結果であり、研修を

実施している保険者と同様の課題が挙げられた。 
 

図表 61 研修実施にあたっての課題（複数回答） 

 
図表 62 研修を実施していない理由（複数回答） 
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住宅改修、福祉用具サービスに関連する事例の取り扱い状況について 

他職種による住宅改修、福祉用具サービスに関連する事例検討を行う会議体につ

いて、「地域ケア会議（地域ケア個別会議）」で実施している保険者は 45.8％、「他

職種が参加する勉強会や事例検討会」で 19.1％、「ケアプラン点検やケアマネジメ

ント支援のための指導研修など」で 23.6％だった。 
「地域ケア会議（地域ケア個別会議）」は平均月１回程度開催されており、１事

例ずつ検討されている結果であった。 
事例検討に参加している職種は、多い順に「保健師」が 38.7％、「理学療法士」

が 35.9％、「作業療法士」が 28.7％だった。「福祉用具専門相談員」は 9.4％、「福

祉住環境コーディネーター１級・２級」は 6.6％という結果だった。 
 

図表 63 住宅改修、福祉用具サービスに関連する事例を検討する会議体の有無 
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図表 64 住宅改修、福祉用具サービスに関連する事例を検討する会議体の開催回数 
（平成 30 年度） 

 

 
図表 65 会議に参加する専門職等 
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図表 66 住宅改修、福祉用具サービスに関連する事例を検討する会議体での 
取り扱い事例件数（平成 30 年度） 
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保険者機能強化推進交付金（インセンティブ交付金）の取組について 

保険者機能強化推進交付金（インセンティブ交付金）に係る取組を実施している

保険者は少なく、福祉用具の利用、住宅改修の利用、いずれにおいても「実施して

いる取組はない」と回答した保険者が 70%を超えていた。 
実施していない理由については、「専門職を確保することが困難なため」が 80%

以上だった。 
 

図表 67 保険者機能強化推進交付金（福祉用具の利用）実施している取組（複数回答） 

 
 

図表 68 保険者機能強化推進交付金（住宅改修の利用） 
実施している取組（複数回答） 
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図表 69 保険者機能強化推進交付金（住宅改修の利用） 
実施していない理由（複数回答） 
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住宅改修に関わる他職種連携を促進するための取組や実施している中での課題 

住宅改修に関わる他職種連携を促進するための取組を「実施している」と回答し

た保険者は 16.5％に留まっており、他職種連携による住環境確保の有効性につい

て認識が低く、意識されていないのではないかと推察される。 
また、他職種連携の取組を実施している保険者において対象としている職種は多

い順に「介護支援専門員」が 62.3％、「理学療法士」53.4％、「作業療法士」44.5％
であり、「福祉用具専門相談員」は 19.9％という結果だった。 

他職種連携を促進したことによる効果としては、「適切な住宅改修の実施」が

91.1％、「給付の適正化」が 68.6％であり、実施することによる効果は感じられて

いることがわかった。 
 
図表 70 住宅改修に関わる他職種連携を促進するための取組の実施状況 

 
 

図表 71 他職種連携のための取組の対象（複数回答） 

 
 

図表 72 取組の内容（複数回答） 
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図表 73 取組を実施したことによる効果（複数回答） 

 
 

住宅改修に関わる他職種連携を促進するための取組を実施している保険者にとっ

て課題は、「取組の企画・運営のためのマンパワー不足」が 33.5％だった。 
住宅改修に関わる他職種連携を促進するための取組を実施していない保険者につ

いて、取組を実施していない理由を聞いたところ、「取組の企画・運営のためのマ

ンパワー不足」が 78.7％、「取組内容の検討、資料等作成が困難」が 36.0％、「関

係する専門職団体との連携の不足」が 23.8％だった。 
 

図表 74 取組を実施している中での課題 

 

図表 75 取組を実施していない理由 
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アンケート調査のまとめ

福祉用具・住宅改修サービスの提供状況について 

▪ 福祉用具貸与事業所の約 80%が「住宅改修を行っている」と回答しており、

介護保険レンタル利用者数の規模が大きくなる程、住宅改修の年間実施件数

も多くなっていた。（図表 11、図表 12） 
▪ 住宅改修を行うきっかけは、「在宅における身体機能の低下等により福祉用

具や住宅改修の必要性が生じた」が約 60%、次いで「病院・施設からの退

院・退所」が約 30%だった。（図表 29） 
▪ 福祉用具専門相談員の経験年数が多い程、対応する新規利用者数が多く、直

近３か月で、５年未満では平均 12 人だが、10 年以上では平均 21 人と大き

な差があった。（図表 28） 
 

他職種連携の実態について 

▪ 利用者規模が 200 人以上の事業所の約 80%が他の専門職との連携が実施され

ていることがわかった。（図表 16） 
▪ 福祉用具専門相談員票により、サービス提供プロセス毎に連携している職種

を確認した。アセスメントの際は介護支援専門員、リハ専門職、医療・看護

職、介護職との連携は実施されているが、建築関係の専門職との連携は実施

されていなかった（「無回答」58.3％）。福祉用具サービス計画書／住宅改修

見積書(理由書)作成、福祉用具の搬入／住宅改修の施工の段階では、介護支

援専門員との連携については確認できたが、他の職種との連携については

「無回答」が半数以上を占める結果となっており、連携が図られていないこ

とが推察された。(図表 32、図表 37、図表 43) 
▪ 他職種と連携して福祉用具・住宅改修サービスを実施する上で工夫している

こととしては、経験年数が多い福祉用具専門相談員程、退院前カンファレン

スへの参加や専門職のアドバイスが得られる関係性の構築を行っている割合

が高い結果だった。（図表 51） 
▪ 他職種による住宅改修、福祉用具サービスに関連する事例検討を行う会議体

を設置している保険者は約半数程度であり、地域ケア会議（地域ケア個別会

議）の場合は月１事例ずつ検討されている結果だった。これら事例検討会に

参加する専門職として、福祉用具専門相談員と回答した保険者は約 10%に留

まっていた。（図表 63、図表 65、図表 66） 
▪ 国の施策としても福祉用具・住宅改修の利用にあたり、リハビリテーション

専門職等の関与に対し、保険者機能強化推進交付金（インセンティブ交付

金）の支給を行っているが、「実施している取組はない」と回答した保険者

が 70%以上だった。（図表 67、図表 68） 
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▪ また、他職種連携を促進するための取組を実施していると回答した保険者は

16.5％（191 件）であり、住環境確保において他職種連携の必要性が認識さ

れていないと考えられる、また、取組を実施している保険者について、連携

の対象としている他職種を聞いたが、介護支援専門員と回答した保険者が

62.3％（119 件）に対し、福祉用具専門相談員と回答した保険者は 19.9％
（38 件）と 1/3 という結果だった。（図表 70、図表 71） 

▪ 保険者が他職種連携を促進するための取組を実施していない理由について

は、企画・運営のためのマンパワー不足と回答した保険者が約 80%、次い

で、取組内容の検討、資料等作成が困難が 30%強という結果であり、「安心

できる住環境確保」を目的とした他職種連携の研修会の開催等は現状困難で

あることがわかった。（図表 75） 
 

住環境確保における他職種連携に関する研修について 

▪ 福祉用具貸与事業所内で住環境確保における他職種連携に関する研修を開催

している事業所は約 20%、事業所外の研修に職員を参加させた事業所は約

10%に留まっていた。しかし、介護保険レンタルの利用者数が 1,000 人以上

の事業所では、約 40%が事業所内で連携研修を開催したと回答しているが、

利用者数が少なくなる程その割合は小さくなり、200 人未満では 7.9％とい

う結果であった。このことから規模の小さな事業所では独自に開催すること

が困難であり、所属している福祉用具専門相談員の研修受講機会が少ないこ

とがわかった。（図表 18） 
▪ 福祉用具専門相談員は、福祉用具専門相談員更新研修（ふくせん認定）の受

講や、民間資格を取得するなど個人としての専門性を向上するための自己研

鑽に努めていることがわかった。（図表 26、図表 27） 
▪ 福祉用具専門相談員に対し、福祉用具・住宅改修サービス導入に関する他職

種連携の研修が必要と思うかを聞いたところ、「必要」が 57.1％であり、経

験年数が 10 年以上では 60.3％という結果であった。（図表 52） 
▪ 他職種との連携をテーマとした研修が必要と回答した福祉用具専門相談員に

対し、研修会に参加してほしい・すべき職種を聞いたところ、多い順に「介

護支援専門員」が 85.6％、「リハ専門職（病院・施設）」が 83.6％、「訪問リ

ハ」が 57.6％という結果だった。（図表 53） 
▪ 研修の内容としては、「互いの職種（専門性・役割）を理解するための研

修」が 72.9％と最も多く、次いで「他職種に福祉用具・住宅改修サービスの

制度を理解してもらう研修」が 66.2％、「他職種連携の方法を理解するため

の研修」が 44.2％という結果だった。（図表 54） 
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▪ 住宅改修に関する研修を実施している保険者は 13.2％（153 件）と少数に留

まっており、その目的は住宅改修に関する制度および手続きの周知が約 90％
という結果だった。（図表 56、図表 57）  
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